第3章　諸手当関係（義務教育等教員特別手当）

第3章　諸手当関係（義務教育等教員特別手当）


○　通　知

○　義務教育等教員特別手当の支給に関する運用基準

（昭和51年1月6日 51教総第3号 教育長）
義務教育等教員特別手当の支給に関しては、この運用基準の定めるところによる。

１　支給対象職員

　　この手当の支給対象職員は県立学校及び市町村立学校に勤務する教育職員（充て指導主事及び公立学校教員以外の身分を併せ持っている者を含む。）とする。

２　非支給職員

　　教育庁及び教育機関（学校を除く。）に勤務する教育職給料表適用職員にはこの手当は支給しない。

３　手当の額

　　手当の額は、次の(1)から(6)までの教育職員の区分に応じて、その者の属する職務の級及びその者の受ける号給（職務の級の最高の号給を超える給料月額を受ける教育職員にあっては、その者の属する職務の級の最高の号給、再任用職員にあっては、職務の級）に対応する次の(1)から(6)までに掲げる額とする。

(1)　県立学校に勤務する教育職員（(2)又は(3)に掲げる教育職員を除く。）

職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第7号。以下「給与支給規則」という。）別表第9に掲げる額

(2)　県立学校に勤務する教育職員のうち、定時制通信教育手当又は産業教育手当を支給される教育職員で、定時制教育（夜間において授業を行う課程に係るものに限る。）若しくは通信教育又は農業若しくは水産に係る産業教育に従事するもの
給与支給規則別表第9に掲げる額に4分の3を乗じて得た額

（定時制通信教育手当及び産業教育手当の支給を受けない期間にあっては給与支給規則別表第9に掲げる額）

(3)　県立学校に勤務する教育職員のうち、定時制通信教育手当又は産業教育手当を支給される教育職員で(2)に掲げる教育職員以外のもの
給与支給規則別表第9に掲げる額に4分の2を乗じて得た額

（定時制通信教育手当及び産業教育手当の支給を受けない期間にあっては給与支給規則別表第9に掲げる額）

(4)　小学校、中学校又は義務教育学校に勤務する教育職員
市町村立学校職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第8号。以下「市町村給与支給規則」という。）別表第5に掲げる額

(5)　市立養護学校に勤務する教育職員

市町村給与規則別表第6に掲げる額

(6)　再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務職員等

(1)～(5)に該当する再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務職員等にあっては、(1)～(5)により算出された額に、その者の週当たりの勤務時間を38.75で除して得た額を乗じて得た額（1円未満の端数切り捨て）

４　他の給与との関係
この手当は、期末手当等その他の手当の計算の基礎とはならない。

５　支給方法

(1)　この手当は、給料の支給方法に準じて支給する。

(2)　月の中途において次のいずれかに該当する場合にあっては、給料の日割計算の例により支給する。

ア　支給対象職員となった場合又は支給対象職員でなくなった場合

イ　休職（教育公務員特例法第14条による休職及び公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法第2条第2項及び第3項に規定する通勤をいう。）による負傷若しくは疾病による休職を除く。）、停職、専従休職、育児休業、大学院修学休業、自己啓発等休業（職員の自己啓発等休業に関する条例第2条第1に規定する休業をいう。）、配偶者同行休業（職員の配偶者同行休業に関する条例第2条の規定する休業をいう。）若しくは派遣（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第2条第1項、外国の地方公共団体の機関等に派遣される市町村立学校職員の処遇等に関する条例第3条第1項又は公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第2条第1項の規定による派遣、以下「休職等」という。）の処分等があった場合又は休職等より職務に復帰した場合

６　その他

(1)　定時制通信教育手当又は産業教育手当を支給される教育職員が勤務しなかった等のためこれらの手当が支給されない月は義務教育等教員特別手当は給与支給規則別表第9の掲げる額全額が支給されることとなるので、その支給手続きに留意すること。

(2)　次に掲げる職員のごとくこの手当の支給額の異なる要件を併せて有している者については、いずれか有利な方の額が支給されること。
ア　定時制（昼間）に勤務しているが、農業に係る産業教育に従事している場合

イ　工業に係る教育従事しているが定時制（夜間）に勤務している場合

（附則）

（略）

この基準は、平成30年4月1日から適用する。
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